
保険料の段階区分について
所得段階別保険料の設定

資料３

▶介護保険料（第１号被保険者） ＠基準額×所得段階別の割合

計画期間（３年）ごとの介護保険事業計画に定めるサービス費用見込額等に
基づき、計画期間を通じた財政の均衡が保たれる基準額を設定し、これに
市町村の定める保険料率を乗じることで所得段階に応じて設定

→ 低所得者の負担を軽減

→ 本人課税の場合は基準額より高い額を市町村ごとに設定

市町村（保険者）は、介護保険を運営するため、第１号被保険者から介護保険料を徴収します。

▼草津市の第１号被保険者の保険料（現行の第７期）

第２号被保険者の保険料については、国民健康保険や健康保険など、各医療保険ごとの算定方法に基づき医療保険
と合算で徴収され、社会保険診療報酬支払基金に全国分が集められた後、各保険者に交付されます。
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【参考】介護保険第１号被保険者保険料の低所得者軽減強化について

【参考】所得段階別保険料について（国の基準）

段 階 対象者 保険料率

第1段階
・生活保護受給者
・市町村民税世帯非課税かつ老齢福祉年金受給者
・市町村民税世帯非課税かつ本人年金収入等80万円以下

基準額×0.5 → ※ 0.3

第2段階 市町村民税世帯非課税かつ本人年金収入等80万円超120万円以下 基準額×0.75 → ※ 0.5

第3段階 市町村民税世帯非課税かつ本人年金収入等120万円超 基準額×0.75 → ※ 0.7

第4段階 本人が市町村民税非課税（世帯に課税者がいる）かつ本人年金収入等80万円以下 基準額×0.9

第5段階 本人が市町村民税非課税（世帯に課税者がいる）かつ本人年金収入等80万円超 基準額×1.0

第6段階 本人が市町村民税課税かつ合計所得金額120万円未満 基準額×1.2

第7段階 本人が市町村民税課税かつ合計所得金額120万円以上200万円未満 基準額×1.3

第8段階 本人が市町村民税課税かつ合計所得金額200万円以上300万円未満 基準額×1.5

第9段階 本人が市町村民税課税かつ合計所得金額300万円以上 基準額×1.7

保険料率の算定に関する基準（介護保険料施行令第３８条 保険料率の算定に関する基準）
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国のガイドライン

草津市では令和2年4月から適用



低所得者への配慮等、特別な必要がある場合には、市町村は保険料収納必要額を確保できる範囲において、次のように保険料
を弾力化して設定することができます。

・各所得段階の保険料額の算定にあたって基準額に乗ずる率（標準割合）については変更可能。ただし、

標準割合が0.75に揃えられている第2段階・第3段階を除き、隣接する段階と同じ乗率とすることは不可。

【基準額に対する割合の変更 】

・第６段階から第９段階までの境界となる基準所得金額について変更可能。

【基準所得額の変更】

・保険料段階は、第６期計画（平成27年度）からは原則9段階。市町村民税本人課税層（第6～第9段階）

の区分を増やして５段階以上とし、全体で10段階以上の保険料率を設定することも可能。

【10区分以上の保険料率の設定】

【参考】保険料設定の弾力化について
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本市の介護保険料所得段階別
被保険者数の割合（Ｒ2.8.28時点）

所得段階 被保険者数 割合

第１段階 3,643人 12.01%

第２段階 2,172人 7.16%

第３段階 1,990人 6.56%

第４段階 3,823人 12.60%

第５段階 5,067人 16.70%

第６段階 4,078人 13.44%

第７段階 4,485人 14.78%

第８段階 2,541人 8.38%

第９段階 1,030人 3.40%

第１０段階 458人 1.51%

第１１段階 452人 1.49%

第１２段階 599人 1.97%

合　計 30,338人 100.00%
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【参考】保険料設定の弾力化について

段階 対象者 保険料率 加入割合 段階 対象者 保険料率 加入割合

第1段階

・生活保護受給者
・世帯全員が住民税非課税で老齢年金の受給者等
・世帯全員が住民税非課税で、本人の合計所得金額＋
公的年金等収入額が80万円以下の人

基準額
×0.45

12.7% 第1段階

・生活保護受給者
・世帯全員が住民税非課税で老齢年金の受給者等
・世帯全員が住民税非課税で、本人の合計所得金額＋
公的年金等収入額が80万円以下の人

基準額
×0.45

12.7%

第2段階
・世帯全員が住民税非課税で、本人の合計所得金額＋
公的年金等収入額が80万円を超え120万円以下の人

基準額
×0.75

6.3% 第2段階
・世帯全員が住民税非課税で、本人の合計所得金額＋
公的年金等収入額が80万円を超え120万円以下の人

基準額
×0.75

6.3%

第3段階
・世帯全員が住民税非課税で、本人の合計所得金額+
公的年金等収入額が120万円超の人

基準額
×0.75

6.2% 第3段階
・世帯全員が住民税非課税で、本人の合計所得金額+
公的年金等収入額が120万円超の人

基準額
×0.75

6.2%

第4段階
・本人が住民税非課税、世帯に住民税課税者がおり、
本人の合計所得金額+公的年金等収入額が80万円以
下の人

基準額
×0.85

15.1% 第4段階
・本人が住民税非課税、世帯に住民税課税者がおり、
本人の合計所得金額+公的年金等収入額が80万円以
下の人

基準額
×0.85

15.1%

第5段階
・本人が住民税非課税、世帯に住民税課税者がおり、
上記以外の人

基準額
×1.0

15.7% 第5段階
・本人が住民税非課税、世帯に住民税課税者がおり、
上記以外の人

基準額
×1.0

15.7%

第6段階
・本人が住民税課税で、合計所得金額が120万円未満
の人

基準額
×1.1

12.2% 第6段階
・本人が住民税課税で、合計所得金額が120万円未満
の人

基準額
×1.1

12.2%

第7段階
・本人が住民税課税で、合計所得金額が120万円以上
190万円未満の人

基準額
×1.25

13.7% 第7段階
・本人が住民税課税で、合計所得金額が120万円以上
200万円未満の人

基準額
×1.25

15.0%

第8段階
・本人が住民税課税で、合計所得金額が190万円以上
290万円未満の人

基準額
×1.5

9.4% 第8段階
・本人が住民税課税で、合計所得金額が200万円以上
300万円未満の人

基準額
×1.5

8.7%

第9段階
・本人が住民税課税で、合計所得金額が290万円以上
390万円未満の人

基準額
×1.6

3.6% 第9段階
・本人が住民税課税で、合計所得金額が300万円以上
400万円未満の人

基準額
×1.6

3.3%

第10段階
・本人が住民税課税で、合計所得金額が390万円以上
500万円未満の人

基準額
×1.7

1.7% 第10段階
・本人が住民税課税で、合計所得金額が400万円以上
500万円未満の人

基準額
×1.7

1.5%

第11段階
・本人が住民税課税で、合計所得金額が500万円以上
750万円未満の人

基準額
×1.8

1.5% 第11段階
・本人が住民税課税で、合計所得金額が500万円以上
750万円未満の人

基準額
×1.8

1.5%

第12段階
・本人が住民税課税者で、合計所得金額が750万円以
上の人

基準額
×1.9

1.9% 第12段階
・本人が住民税課税者で、合計所得金額が750万円以
上の人

基準額
×1.9

1.9%

第7期計画第6期計画

段階 対象者 保険料率 段階 対象者 保険料率 加入割合

第1段階
・生活保護受給者
・世帯全員が住民税非課税で老齢年金の受
給者等

基準額
×0.5

第1段階

・生活保護受給者
・世帯全員が住民税非課税で老齢年金の受給者等
・世帯全員が住民税非課税で、本人の合計所得金額＋
公的年金等収入額が80万円以下の人

基準額
×0.45

12.7%

第2段階
・世帯全員が住民税非課税で、本人の合計
所得金額＋課税年金収入額が80万円以下
の人

基準額
×0.5

第2段階
・世帯全員が住民税非課税で、本人の合計所得金額＋
公的年金等収入額が80万円を超え120万円以下の人

基準額
×0.75

6.3%

第3段階
・世帯全員が住民税非課税で、第2段階以外
の人

基準額
×0.75

第3段階
・世帯全員が住民税非課税で、本人の合計所得金額+
公的年金等収入額が120万円超の人

基準額
×0.75

6.2%

・本人が住民税非課税、世帯に住民税課税
者がおり、本人の合計所得金額+課税年金収
入額が80万円以下の人

基準額
×0.85

第4段階
・本人が住民税非課税、世帯に住民税課税者がおり、
本人の合計所得金額+公的年金等収入額が80万円以
下の人

基準額
×0.85

15.1%

・本人が住民税非課税、世帯に住民税課税
者がおり、上記以外の人

基準額
×1.0

第5段階
・本人が住民税非課税、世帯に住民税課税者がおり、
上記以外の人

基準額
×1.0

15.7%

第5段階
・本人が住民税課税で、合計所得金額が125
万円未満の人

基準額
×1.1

第6段階
・本人が住民税課税で、合計所得金額が120万円未満
の人

基準額
×1.1

12.2%

第6段階
・本人が住民税課税で、合計所得金額が125
万円以上190万円未満の人

基準額
×1.25

第7段階
・本人が住民税課税で、合計所得金額が120万円以上
190万円未満の人

基準額
×1.25

13.7%

第8段階
・本人が住民税課税で、合計所得金額が190万円以上
290万円未満の人

基準額
×1.5

9.4%

第9段階
・本人が住民税課税で、合計所得金額が290万円以上
390万円未満の人

基準額
×1.6

3.6%

第10段階
・本人が住民税課税で、合計所得金額が390万円以上
500万円未満の人

基準額
×1.7

1.7%

第11段階
・本人が住民税課税で、合計所得金額が500万円以上
750万円未満の人

基準額
×1.8

1.5%

第12段階
・本人が住民税課税者で、合計所得金額が750万円以
上の人

基準額
×1.9

1.9%

第6期計画第5期計画

第7段階
・本人が住民税課税で、合計所得金額が190
万円以上500万円未満の人

第8段階
・本人が住民税課税で、合計所得金額が500
万円以上の人

基準額
×1.75

基準額
×1.5

第4段階

細分化

本市における主な弾力化

第６期（平成２７年～平成２９年度）→ 第７期（平成３０年～平成３２（令和２）年度）

第５期（平成２１年～平成２３年度）→ 第６期（平成２４年～平成２６年度）

◆８段階から１２段階への細分化
・公平性の観点から、所得段階に応じた保険料を負担いただけるよう、
高額所得者の段階を細分化。８段階の設定では、第７段階の１９０万円以上
５００万円未満を対象とする基準に幅があるため、当該段階を３つに細分化し、
第８段階の５００万円以上の区分を５００万円以上７５０万円未満、７５０万円
以上とした。

◆第７段階～第１０段階までの段階判定基準額の変更
・平成２９年１０月２７日付け、厚生労働省老健局介護保険計画課
通知「第７期計画期間における第１号保険料算定に必要な諸係
数について」において、第１号被保険者の所得分布調査の結果
を踏まえ、介護保険法施行規則が改正されることにより以下の
とおり変更を行った。

基準所得金額
・ 第６段階と第７段階を区分する基準所得金額 120 万円
・ 第７段階と第８段階を区分する基準所得金額 200 万円
・ 第８段階と第９段階を区分する基準所得金額 300 万円



第８期保険料段階区分について 【検討の方向性】

市 段階区分 基準額（月額） 年額

草津市 １２段階 ５，９００円 ７０，８００円

大津市 １３段階 ６，３６０円 ７６，２００円

栗東市 １１段階 ５，８９０円 ７０，６８０円

守山市 １１段階 ５，９００円 ７０，８００円

野洲市 １２段階 ５，９８０円 ７１，７６０円

第７期計画期間における近隣市の保険料段階区分および基準額（月額）については
以下のとおりです。
第８期計画期間中の基準額の設定にあたっては、近隣市の動向も踏まえながら今後、
決定してまいります。

本市における保険料段階等の変移 計画期 段階区分 基準額（月額）

第１期（平成12～14年度） 第5段階 2,717円

第2期（平成15～17年度） 第5段階 3,188円

第3期（平成18～20年度） 第6段階 3,876円

第4期（平成21～23年度） 第8段階 3,822円

第5期（平成24～26年度） 第8段階 4,964円

第6期（平成27～29年度） 第12段階 5,299円

第７期（平成30～令和2年度） 第12段階 5,900円

第８期（令和３年度～令和５年度） 検討中 検討中

近隣市における第７期の基準額
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